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○山井委員 よろしくお願いします。 

 四十分間、医療法に関連して、コロナ対策など質問をさせていただきたいと思います。また、大変お忙しい中、

尾身コロナ分科会長もお越しをいただきまして、誠にありがとうございます。また、経産省からも御出席ありが

とうございます。 

 今、早稲田議員からお話がありまして、私たちの修正案について説明と質疑をさせていただきました。ここに

ありますように、私たちは、そもそも、今回のワクチン接種の遅れあるいはコロナ対策の遅れは、本当に、この間

ずっと今の政府が続けてきた医療費抑制政策、やはりそれで医療現場に余裕がなかった、そういう中にこういう

災害が来るとなかなか対応することができないということを物語っているんではないかと思います。 

 そういう意味では、私たちは、長妻厚労大臣のときに、十年ぶりに診療報酬をネットでプラスに上げたり、民主

党政権でも本当に力を入れさせていただきました。田村大臣も、応援をしておりますので、是非ともコロナ対策、

力を入れていくには、小手先のことではなくて、与野党を超えて国民の命を守る、やはり医療政策というのが政

治の根本であるということをもう一度、与野党含め、私も反省をし、決意を新たにせねばと思っております。 

 そういう中で、私も過労死防止法を作るときに参画したり、様々な中で、今回の法案の中でも、医師の働き方に

ついて、これは本当に、数年先で歩みが遅過ぎる、不十分だと思っております。ただ、とはいえ、目の前ですぐ

に、今のコロナ禍でお医者さんの働き方を緩くしてくれというわけにもいきません。そういう意味では、今回、一

日も早くコロナを終息させることが、この医療法の改正法案にもあります、現場の医師の方また看護師の方々が

人間らしい暮らしをしてもらうことにもつながるのではないかと思います。また、私たちとしては、強く、地域医

療構想、病床機能再編については撤回すべきという修正案を出させていただいております。 

 そういう中で、とにかく今の目の前の感染拡大防止をしないと、医師の働き方も病床のことも話になりません

ので、最優先のコロナの蔓延防止策のことをまず質問をさせていただきたいと思います。 

 尾身会長とはこの間、何度か質疑をさせていただいておりますが、先週の段階で尾身会長は、宮城県などには

蔓延防止措置が必要ではないかということを御発言されておられました。しかし、政府の方は、先週の時点では

早過ぎると慎重姿勢でした。でも、結果的に今回出すことになりました。 

 尾身会長、今回の蔓延防止措置の決定というのは、やはり少し遅過ぎたのではないでしょうか。 

○尾身参考人 この重点措置の発出の時期が早かったか遅かったか、これはいろいろ私は意見があると思います。 

 それで、先日の諮問委員会では、一応、政府の提案については全会一致で合意したわけですけれども、ただ、同

時に、これも全会一致でかなり強い意見が出たのは、重点措置というのは時短だけじゃなくてその他の、まあパ

ッケージですよね、いわゆる重点措置を使わなくてもできることがいっぱいあるので、そういうことをしっかり

と自治体と国が、私は、やはり今まで以上の、汗をかくという言葉を使いましたけれども、リーダーシップを発揮

して、実際に今政府が提案している五つの柱というのも、言うはやすし、実行はそう簡単ではないので、これは国

と自治体が本当に汗をかいてやらないと、一般の市民の心に。 

 もう一つ重要なのは、今回は、去年の暮れから年始にかけての状況と違って、感染源といいますか、クラスター

が多様化しているので、そうした感染のもう起きているところにより近く対策をやらないととても今の状況には

勝てないと思うので、ここは特に、六月頃までに、高齢者のワクチンが接種されるまでは、本当に最後の、一つの

正念場ですから、これは国と自治体が本当に汗をかいている姿を見せない限り、一般市民は行動変容の協力が、

もう疲れたと言っているわけですから、この声を、心を分かったら、これについては国と自治体の姿勢が、今まで

以上に強い覚悟が必要だと思う。是非よろしくお願いいたしたいと思います。 

○山井委員 尾身会長もなかなか批判的なことはおっしゃりにくいのかもしれませんが、事実として、尾身会長

は先週から、宮城県には蔓延防止措置が必要だということをおっしゃっておられました。しかし、一週間、結果的

には遅れて、後手後手になったということです。 

 それで、問題は、この蔓延防止措置で十分な効果が見られるかということなんです。初めてのことでもありま

す。これは、受け取りようによっては、あっ、緊急事態宣言じゃないんだ、大丈夫なんだ、そういう認識にもなり



かねません。ですから、私たちが一番心配しているのは、後手後手で小さくやる、トゥーリトル・トゥーレート、

中途半端。その結果、蔓延防止措置の期間が長くなるのではないかということなんです。 

 尾身会長、今回、五月五日までということになりましたが、もちろん、先のことですけれども、今回、私たち

は、緊急事態宣言を出すべきじゃないか、かなりステージ４に近いと。尾身会長も、ステージ４に大阪は、かなり

もう入っているということをおっしゃっています。これで蔓延防止措置という、こう言ったらなんですけれども、

緊急事態より弱い措置をすることによって、結果的には五月五日で一か月で解除できなかった、そういうふうな

ことにはなりませんか。 

○尾身参考人 緊急事態宣言と重点措置というのは違うところもありますよね、先ほど申し上げたとおりです。 

 それで、実際には、緊急事態宣言を発出している間にも、既に人々の意識というのは、普通の生活に戻りたいと

いうことで、人流なんかもそのときにもう既に上がってきているわけですよね。そういう意味では、私は、今の現

実のリアリティーというものを直視するべきだと思います。人々は、言ってみれば疲れている。そのことが、実

は、感染は、別に政府の対策の紙で起きているわけじゃなくて、人々の実際の現場の行動で起きているわけです

よね。そこが実際に、残念ながら、いろんな多様な場所で感染が起きているので、ここの感染をどうやって防ぐか

ということに私は注力を。 

 重点措置というのは、去年はなかったわけですよね。このツールを得たので、これを、緊急事態宣言の方がよか

ったかどうかという議論はもちろん重要ですけれども、今はもう重点措置が発令されたわけですから、予想がど

うなるかというよりも、この緊急事態宣言の措置というのを結構、昨日パッケージで、国も示している、私ども示

して、これをしっかりと実行するというのが今極めて重要で、その後どうなるか、緊急事態宣言を発出する可能

性があるかどうかというのは、当然理論的にはあるので、だけれども、そんなことのないように、今決めたことを

しっかりやるというようなメッセージをしっかり出して、市民の人にも、これは言ってみれば強い法的な措置、

緊急事態宣言ほどではないので、そういうものであるので、国、自治体もしっかりやるから国民もよろしくとい

うメッセージを今以上にしっかり出さないと、もやもやしたメッセージを出せば国民は恐らくついてこれないの

で、そういう緊急事態宣言を出す必要があるかという議論をする前に、今やるべきことを全力で私はやっていた

だきたいと思います。 

○山井委員 尾身会長のおっしゃることは私も同感をいたしますが、残念ながら、今くしくも尾身会長がおっし

ゃった、もやもやしたメッセージでは国民はついてこない。一歩間違うと、今回の蔓延防止措置というのが、国民

にとっては今、もやもやした措置と映っている危険性は私はあるんじゃないかと思うんです。 

 なぜならば、蔓延防止措置ですよね。蔓延防止だから、蔓延する前にやるんでしょう。でも、大阪とか宮城っ

て、これはもう蔓延してしまっているんじゃないんですか。 

 おまけに、第三波に比べて、今、変異株なんですよね。昨日も会見で尾身会長は、変異株は感染力が強い、今後

加速していくとまでおっしゃっているわけですよ。普通に考えたら、第三波より強力な変異株が来ている、でも、

対応策は緊急事態宣言より緩い蔓延防止策だ、これでは矛盾があるんじゃないんですか。 

 あえてお聞きしますが、今、変異株、昨日のニュースでも、兵庫県、八割ぐらいが変異株じゃないか、どんどん

増えていっている、置き換わっているという話がありました。危機感を持っています。私も、兵庫、大阪の隣の京

都の人間として、すごい危機感を持っています。 

 そういう中で、第三波のときより今の方が状況はちょっとましなんですか。ましなんだったら、緊急事態宣言

より緩い蔓延防止措置でいいです。でも、私は、この変異株、フランスでもロックダウンですよ。学校も休校にな

っているぐらいです、フランスは。これはかなり深刻ですよ、じゃないかと心配しています、この変異株に関して

は。 

 これは、尾身会長、第三波の時期よりも今の方が状況はましなんですか、大阪などは。いかがですか。 

○尾身参考人 私は、状況は厳しいと思います。三つの理由です。 

 一つは、人々の行動変容に対する協力が得にくくなっているということ。それから、感染源が多様化している

ということ。それから、今までよりも変異株の影響というのも出てきて、そういう意味では、委員がおっしゃるよ

うに、状況はそう楽観できるものではないことは間違いないです。 



 緊急事態宣言か重点措置かという話ですけれども、違うことはあるんですけれども、私は、一番大事なのは、重

点措置か緊急事態宣言かという選択も大事ですけれども、実はそれよりもと言った方がいいと思いますが、一体

何をやるかということだと思います。 

 実は、今私たちが政府に求め、地方自治体に求めている、昨日も申し上げたのは、実は緊急事態宣言をこの前に

出したよりも厳しいところはいっぱいあると思います。緊急事態宣言という言葉自体と重点措置というのは随分

違ったイメージがありますけれども、実は、やっていただきたい内容は、かなり突っ込んで、文字どおり感染源に

近い、例えば、ガイドラインの遵守の徹底なんということは、見回りなんということは前になかったし、これをや

らない限り、私は、飲食店は永遠に時短営業をしてもらう必要があると思うんですね。単に時短営業というより

も、店がしっかりと感染対策をやってもらうという、ガイドラインを出すだけじゃなくて、しっかりと自治体が、

それをやっているかどうかを見回りする、そして認証制度というのもやる。こういうことは、この前の緊急事態

宣言のときはなかったですよね。 

 それから、当時の、ハイリスクのモニタリング検査というのもやっていないし、今回なんかは、カラオケという

ものがはっきりしたので、そういうことを、まあ、カラオケの喫茶なんかはこの前もあったかもしれませんけれ

ども、ともかく、例の高齢者の巡回、高齢施設の定期的な。 

 そういうように、言葉だけじゃなくて実際に一体何をやるかと。重点措置というツールがあったわけですから、

その中で、これは緊急事態宣言をやったよりもかなり感染源対策に近いものが起きているので、そこは私は、こ

のことをしっかりやれば一定程度の効果はあると思いますし、仮にないということが分かれば、今委員おっしゃ

るように、緊急事態宣言にすぐ切り替えるということも当然。 

 これから一日一日のモニタリング、しっかりと状況を見ていくことが非常に重要で、もちろん、必要な場合に

は緊急事態宣言ということもあり得る。しかし、それが出ない、それをしないためのツールですから、今こういう

ようなパッケージ、やるべきことがある、もう決めているわけですから、これをしっかり実行するということに

集中すべきだと思います。 

○山井委員 大事なことなので確認したいんですけれども。 

 ということは、蔓延防止措置を今回大阪などでやってみて、効果が十分に出なかったら、緊急事態宣言に速や

かに切り替えるべきだということでよろしいですか。 

○尾身参考人 私は、そういうこともあると思いますけれども、もう一度重ねてここで強調させていただきたい

のは、宣言を出すかどうかというよりも、一体何をやるかということが大事で、今の重点措置ではできないこと

があれば、それで緊急事態宣言を出さなければならなかったら、もう私は即座に出して、その重点措置でできな

いことがあるために感染がどんどん広がっていって、そのことが実は緊急事態宣言を出せばできる、重点では駄

目だといったら即座にやればいいと思います。 

○山井委員 今回、蔓延防止措置は一か月ですけれども、この見極めは重要だと思うんですね。三週間たってか

ら、ああこれは効いていないなと思ったって、もう手遅れのような気がします。 

 じゃ、これから一か月ありますけれども、一週間後、二週間後、どれぐらいの時点で蔓延防止措置というのが十

分な効果があるか、やはりこれでは弱過ぎるか、見極めは大体どれぐらいの時期ですか。 

○尾身参考人 お答えします。 

 私は、今回は、三週間ぐらいというのが普通ですよね、二、三週間で効果が出るということで、三週間ぐらいで

もあり得ると私自身は思っていましたけれども、一か月ということは、実は連休のことがありますので、そうい

う感染対策上のよりも、社会の生活、行事ですよね、そういうことも考えた上での一か月ですから少し長い。これ

は私は適切な判断だったと思います。 

 それで、効果が出るかどうかというのは、もう委員御承知のように、いろんな対策を打ってから効果が出るま

でに時間のタイムラグがありますので、これは様々な指標を見て、もうこれは毎週毎週、アドバイザリーボード

は必ず一週間に一遍ぐらい、ここに大臣がおられますけれども、恐らく頻繁にやると思いますので、そういうこ

とで徹底的に様々なデータを見て、それについては必ず公表するということで、必要な対策の変更があるんだっ

たらそこでやるということは当然だと思います。 



○山井委員 これも確認をさせていただきたいんですが、さっき三つの理由で今の大阪は厳しいということです

が、先ほどの三つの理由で、第三波のときより今の方が変異種等々で大阪の状況は厳しいという理解でよろしい

ですか。 

○尾身参考人 感染が制御しにくいという意味では、そうだと思います。 

○山井委員 これは尾身会長を責めているわけではないんですが、一番国民がもやもやしているのはそこだと思

うんですよね。 

 変異株が蔓延してきて、一歩間違うと子供にも感染しやすいんじゃないか、子供の場でもクラスターが起こっ

たりしている、けれども、政府の対応は緊急事態宣言より緩い、状況は今までより厳しい、変異種も増えているの

に、対応は今までより緩い、ここなんですよね。 

 それで、一番私たちが困るのは、今尾身会長おっしゃったように、二、三週間見てみたら、やはりこれは効かな

かったね、やはり緊急事態宣言だといったら、はっきり言って、経済のことを考えても、どんどん延びていった

ら、これは本当に大変なことになります。 

 だから、私たちは、緊急事態宣言を短くすぱっとやって終息させると。私の知り合いもそうおっしゃっていま

すよ。きついことを短くやった方がいいんじゃないの、何か中途半端なことをやってだらだらだらだらなるのが

観光地や経済にとっても一番困るという声が、経済の関係者からもあるんです。 

 そこで、もう一点お聞きしたいんですけれども、蔓延防止措置というのは、蔓延の前にやる、ステージ３になる

頃、前にやるということからいえば、東京などはもう六つの指標のうち二つでステージ４とかにもなっているん

ですね。これは東京は、緊急事態宣言なりあるいは蔓延防止措置、そろそろ検討しないと、今までの反省からいく

と、後手後手になったから、緊急事態宣言が二か月に延びてしまったんではないか、後手後手だったという反省

を持っているんです。 

 そういう意味では、早めということの方が、結果的には経済的な打撃、薄いんじゃないかと思いますが、東京の

蔓延防止措置あるいは緊急事態宣言について、尾身会長、いかが思われますでしょうか。 

○尾身参考人 私は、東京も、今いわゆる微増していて、感染が間違いなく継続して少しずつ増えていますから、

このままほっておくと、感染のいわゆる拡大のスピードが上がっていくことはほぼ間違いないと思います。 

 そういう中で、先ほども申しましたけれども、私ども分科会は、もう早急に、どうしたら、どういう場合に、い

わゆるサーキットブレーキといいますか、ハンマーを打つかということを、大体もう既に考えがほぼまとまって

いますから、それも一つ参考にしていただいて、東京の方について言えば、これは多分東京都の方も考えられて

いると思いますけれども、私は、これは毎日非常に厳しい目で見ていく必要があって、いろんな可能性が出てく

ると思います。 

○山井委員 そこは素朴な疑問なんですね。宮城そして大阪、蔓延防止措置。でも、これは東京は大丈夫か、連日

増えていますよね、変異株でも入ってきたら爆発する危険性がありますよねと。私も東京で平日仕事しながら、

本当に不安です。全国の方も、えっ、東京大丈夫なのと。あるいは、専門家の方々の予測を聞くと、四月には千人

になるんじゃないか、五月には二千人になるんじゃないか。 

 もしそういう予測があるんだったら、ブレーキ、今踏まないと駄目なんじゃないんですか。ああ、予想どおり二

千人になりました、ブレーキを踏みますでは、これでは話にならないんです。 

 そういう意味では、近いうちに東京も蔓延防止措置や緊急事態宣言をやるべきじゃないかというふうには思わ

れませんか。それとも、今はもう東京都に任せて様子を見ておきますという、そういう状況ですか。 

○尾身参考人 先ほど申しましたように、東京都の状況はそんなに楽観できる状況ではないので、結局、この最

終的な判断は国や自治体がするわけですけれども、私たちもなるべく早く我々の意見をまとめて、東京、首都圏

に限らず、せっかく先生たち、国会議員の先生たちが蔓防というものを作ってくれたし、いろいろ今回の特措法

の改正もしていただいたわけですよね。そういうこともあって、そのツールといいますか、法的なツールをいか

に、より感染拡大防止のために使えるか。私たちもなるべく早く意見を、首都圏だけじゃなくて全国に関係する

ことですから、表明して、そのことがまた知事あるいは国によりよい判断をしていただくために役に立てばと思

っております。 



○山井委員 今回の医療法で、医師の働き方とか病床確保あるいは急性期の病床をどうするかという議論を、私

たちは法案審議でもやっているわけですけれども、本当に、目の前の医療の逼迫度合い、これをまず止めること

が最優先だと思います。 

 そこで、尾身会長にお聞きしたいんですが、尾身会長、一部から、蔓延防止措置を蔓防と略するのはよくないん

ではないかという、そういう指摘があるんですね。これについては、尾身会長、いかが思われますか。 

○尾身参考人 それはもうおっしゃるとおりで、私も総理との記者会見で、長いので、蔓延防止等重点措置とい

うので、そのときもいわゆるジャーナリストが使っておられる蔓防というような言葉で言ったので、それで、そ

ういう意味で、少し言葉の使い方が適切じゃないかというのを、私自身も使ったことがありますので、確かに言

われてみればということで、重点措置ということに使った方がいいと思いますし、そういうことにしたいと思い

ます。 

○山井委員 正直、私も蔓防と使うことがありますので、偉そうなことは言えないんです。ただ、ちょっと緩いイ

メージじゃないかと。魚にマンボウというのがあって、あれはゆったりとした大きな魚なのでということもあっ

て、やはり、この緊急事態宣言という、みんな真剣に頑張ろうというときに、これは別に単なる名前といえども、

いかに人の動き、人流を抑えられるかというイメージが割と重要なときに、この言葉ってやはり影響力を持つと

思うんですね。 

 ついては、田村大臣にお聞きしたいと思います。田村大臣は、蔓防というお言葉をお使いになりますか。 

○田村国務大臣 初め、蔓防って何かよく分からなくて、よくよく聞いたら、ああ、略称なんだということで、記

憶では何回か使った覚えはあるかも分かりませんが、基本的には蔓延防止措置という言葉を使っていることが多

いと思います。 

 もしかしたらどこかで使っていたかも分かりませんので、周りが使っておられれば流されることはございます

のであれですけれども、基本的には、私は余り蔓防という言葉は使っていないんじゃないのかなと思いますが、

私もそういう言葉は使わないようにというふうに思っております。 

○山井委員 私もついつい使うことはあると思いますので、偉そうに言う気はありませんけれども、そういう指

摘があるということをお話ししたいと思います。 

 そうしたら、ちょっと田村大臣にお聞きしたいんですが、質問通告しましたが、ちょっと緊急のことなので、子

供の貧困ですね。 

 何か自民党さんで子供庁を選挙の公約にするという話が出てきているわけですけれども、民主党政権でも子供

庁が必要だという議論もして、私たちも選挙の公約にしたぐらいですから、別に是非は問いませんけれども、そ

れより、目の前、今困っておられるのは、自治体やお父さん、お母さんが困っておられるのは、田村大臣の英断も

あって、低所得の子育て家庭に給付金を出してもらうことになりました。今日の配付資料の十三ページ。 

 ところが、地元の方々や当事者はどうおっしゃっているかというと、一人親家庭は今まで八月と十二月に出し

ているから四月に出ると。二人親家庭はいつ支給されるんですか、大体。それと、そもそも住民税非課税世帯とな

っていますけれども、その住民税非課税世帯の認定は、今年に出てくる所得なのか、昨年に出てきていた所得な

のか。単純に言うと、一年前の所得が反映されるわけですよね。どっちの住民税非課税世帯、今回新しく住民税非

課税世帯になる方なのか、既になっている方なのか。それをいつ厚労省が決定して自治体に通知するのか。それ

をお答えいただけませんか。これは通告していますので。 

○田村国務大臣 これは、決定過程において本当に我々も悩んだところです。今までやったことがありませんの

で、ないんですね。データもなければ名簿もないわけで、そもそも税情報を使えるかどうかという問題もありま

す。 

 それから、児童手当のデータが使えなくはないんですが、これまた十六歳以上は使えないということもあって、

今、どういうふうにやるべきかというのを、これは決めるときも多分自治体の皆様方が大変な形になるので、今、

コロナで自治体はただでさえいろんな形で大変なのに、更に対応をお願いをしなきゃいけないということで、実

はこれも、これを決定する段階で、市町村長の方々に大変な御迷惑をおかけをするわけなので、要するに職員の

方々ですね、もちろんやっていただきたいんですけれども、そういう意味で、どうやれば一番簡素に、なるべく早



くやれるかというので、今知恵を絞っているところであります。 

○山井委員 ちょっと、自治体も困っているし、二人親家庭のお子さん、住民税非課税の方が、厚労省の試算では

百万世帯、二百万人ぐらいお子さんがおられる。これは生活困窮して困っているから、もっと言えば、四月の進

学、進級にお金がかかるからという趣旨ですよね。ところが、いつ払われるかめどが立たないどころか、そもそ

も、いつの所得で対象を絞るかも決めていないから、自治体は全く動けないんですね。これは急いでもらわない

と、二人親家庭の方ももらえると思っていますからね、それを当然、一人五万円。これはちょっと、やっていただ

くことは感謝しているんですよ、今までやったことのないことをやっていただくことは感謝しています。 

 ちょっと、言いたくはないけれども、私たち、子どもの貧困給付金法案を一月二十二日に出したんですよ、やっ

てくれと言って。川内議員も菅総理に当事者の方と面会されて。ところが、政府が決めたのが三月二十三日で、二

か月遅くなっちゃったんですよね。ほぼ丸のみしてもらったことは感謝していますけれども、二か月遅れて、そ

の結果、ちらっと聞いた話では、住民税非課税が今年決まるのは六月だから、下手したら二人親家庭のお子さん

は七月か八月になる危険性も自治体によってはありますよと。 

 田村大臣、六月とか七月とか八月になる危険性もあるんですか、支給が。 

○田村国務大臣 なるべく早くと思っておりますが、そこの時期はまだ全く言えない状況であります。我々が配

るというよりかは、自治体に配っていただかなきゃなりませんので。これは、どの政権であろうとも、やはり初め

てでありますので、そういうことになるんです。 

 ただ、そういうこともありますので、緊急小口、総合支援資金があって、これはまさに、お返しいただける収入

があるわけでありますから、あるいはそれを使っていただくというのが、私は、非常に使い勝手のいい、もちろ

ん、これを言うとまた、なかなか貸してもらえない御家庭もあるということなので、そこは社会福祉協議会に徹

底してまいりますけれども、全体で最大、昨年からずっと継続していれば二百万円という形でございますので、

今回、お一方五万円という形でありますが、それを十分に包含できるだけの貸付けというものでございますから、

返す原資はしっかりあられるということでございますので、これをお使いいただければ、当面、この四月等々を

乗り切っていただけるのではないのかなというふうに考えております。 

○山井委員 今もおっしゃいましたが、緊急小口とか総合福祉資金貸付けは、窓口で断られたとかいう方が多い

んです、残念ながら。これは、やると決めたんだから早くしていただきたいんですよ。本当に困っているんです。

自治体も困っているし、当事者も困っているんです。一歩間違うと、三人のお子さんだったら十五万もらえるわ

けですからね。一人親家庭あるいは二人親家庭、貧困家庭で一日一食とか一日二食とか、本当におられるんです

から、遅くとも来週中には決めていただきたい。 

 それで、私は、一つ、もうこの場で田村大臣に決めていただきたいんです。 

 どういうことかというと、そんな、現時点でいつ支給できるか分からないなんて駄目です、それは。駄目なの

で、ついては、一旦、現時点での住民税非課税の二人親家庭には、その対象で四月か五月に支給する。おととしの

所得になっちゃうけれども、まずは四月か五月に大急ぎで支給する。そして、コロナが反映された最新の住民税

非課税世帯は六月ぐらいには分かると思いますので、そこで新たに住民税非課税になった人は、追加でまた六月、

七月、八月に払う。この二段階支給、これしかないんです。これしかないんです、相手は貧困家庭のお子さんたち

なんですから。 

 だから、子供庁の議論もいいけれども、目の前で困っている人のために、田村大臣、言ってはなんですけれど

も、決断するしかないんですよ。これは、三月二十三日に菅総理がやると決めてから、もう十日たっているんです

よ。十日たっているけれども対象が誰か分からないって、それはちょっとあんまりじゃないですか。 

 ですから、この場でもう決断してください。今の住民税非課税二人親世帯だったら、すぐに送れます。そして、

新たにコロナの影響で六月に住民税非課税となる人には、追加で六月か七月に送る。この方法しかないと思いま

す。いかがでしょうか。 

○田村国務大臣 課税情報は分かっても子供がいるかどうか分からないので、それは無理ですね、はっきり言っ

て。課税情報が分かっても、その家に子供がいるかどうか分からない。つながっていませんよね、課税情報って、

子供と。だから、配りようがない、対象を絞れない。これが最大で、やりようがないというのが今現状。 



 ですから、正直申し上げて、一番早いのはやはり緊急小口、総合支援資金、これが一番早いので、当座はこれで

やっていただいて、後からどっちにしても来るわけですから、それでお返しいただくというのが本当に真面目に

考えた場合。 

 これに対して、もし貸さないということがあれば、これはもう我々最大限、社会福祉協議会の方にはお願いを

させていただきますが、とにかくお金が手元に行っていただくというのが一番重要でございますから、是非とも

ここは、お互いに一番いい方法というものを協力し合いながら渡させていただけるような形をつくらせていただ

ければというふうに思います。 

○山井委員 これはもう川内議員がさんざん、貸付けじゃ駄目だから給付金と、総理にも直談判されたのに、決

まった後も、いつ入るか分からないから給付金って、話が違うんですよ。だから、これは今私が言った方法が一番

早いですから、もう是非ともそれをやっていただきたい。 

 それと、それに加えて、私たち、三月一日にもコロナ特別給付金法案というのを出しました。先ほど尾身会長か

らも、これは国も要請するだけじゃなくて、国や自治体もちゃんと住民の方々にやるべきことをやるべきだとい

うことをおっしゃっていて、私はその中に経済的支援も入ると思うんです。二千七百万人の、住民税非課税以外

の方も含めてコロナで大幅減収の方に、是非とも二兆七千億円、一人十万円配る給付金をやっていただきたいし、

この法案、この委員会に出していますので、是非この委員会で審議していただきたいと思います。とかしき委員

長、お願いいたします。 

○とかしき委員長 理事会で検討、協議いたします。 

○山井委員 もうこれは委員会に法案を提出していますから、与党の皆さんが審議すると言ったらもう十万円を

二千七百万人に配れますので、是非そのことをお願いしたいのと、田村大臣、これは、申し訳ないけれども、本当

に自殺者が増えていっているんですよ。にもかかわらず、与党でもこういう給付金、一律なり、低所得の方に必要

だと言う方が多いです。与野党関係ないんです。田村大臣、これは決断してもらえませんか。 

 というのが、こういうことをやらずに自殺者がどんどんどんどん増えたら、私たちも本当にこれは黙っていま

せんよ。政府が解雇、失業、倒産、自殺する人を放置するんだったら、私たちは本当に黙っていられませんよ。与

党、野党関係ない。 

 そういう意味では、是非ともこの二千七百万人への十万円の給付金、子育て家庭の方々だけじゃなくて、そう

いう幅広い生活困窮の方の給付金、やっていただけませんか。田村大臣、いかがですか。 

○田村国務大臣 委員会でお決めをいただければというふうに思います。 

○山井委員 ということは、委員会で決めていただいたら、この二・七兆円の給付金、やってくださるということ

ですか。 

○田村国務大臣 法律が通れば、それはやらざるを得ないという話になると思います。あとはどういう御議論を

されるかという話だというふうに思います。 

 ただ、我々は、正直申し上げて、今回、緊急小口そして総合支援資金の償還免除というものを、これをかなり事

細かく対応させていただきました。これを使っていただければ、本当に困窮されている方々は私は対応いただけ

るというふうに思います。それも、皆様方から御要望をいただいていた分だったと私は思いますよ。これを償還

免除をちゃんとという話。さすがに川内委員は、そのときに私も話しておりましたからよく御理解いただいてい

ると思いますが。 

 だから、一つ一つ我々も一生懸命努力する中で、やはり困っておられる方々に対して対応したいんだという思

いでやってきているわけでありますから、それを何か、頭ごなしに駄目だ駄目だと言うばかりじゃなくて、そう

いうものも是非とも宣伝いただいて、本当に困っている方々にはお届けいただくように、共に協力をさせていた

だきたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

○山井委員 あるところでは八割の人がこの貸付けを断られたということもありますし、私の知り合いでも、何

人も断られた、再就職の見込みがない人は駄目と断られたとか、いっぱいあるんですよ。だから私たちはずっと、

貸付けだけじゃ駄目だと言い続けているんです。 

 是非ともこれは決断をしていただきたいですし、今日、経産省からも来ていただいているんですけれども、今



回、蔓延防止措置とか第四波という中で、何かテレビを見ていると、協力金で飲食店、それを事業別に増やします

とか、その取引先もお金を出しますと。それはいいですよ。でも、それだけじゃなくて、日本中、大なり小なり、

これは第四波なんですよ、蔓延防止措置の地域だけじゃなくて。だから、私たち、これも三月十九日に法案を出し

ています、持続化給付金再支給法案。七兆円の予算、そして四百万人に配る。これも、与党からも多くの、二回目

の持続化給付金という、これは与党からも要望が出ております。 

 これは、今の尾身会長の話を聞いていたら、変異株もあって、四月、五月、なかなかこれは大変ですよ、日本

中、感染拡大で。経済は大ダメージです。二回目の持続化給付金、そして一時支援金の拡大、そういうことも含め

て、是非とも、与野党を超えて私たち応援しますので。 

 このままでは倒産、廃業は増えますし、尾身会長もおっしゃっていたように、こういうことをやらないと、国民

はもう自粛疲れで、国から、自粛しろ、御飯食べるな、あれするな、これするな、これではもたない。やはり、そ

こで、給付金も出します、持続化給付金も出せます、生活困窮者に出します、与党も野党も協力します、それだっ

たら国民も、ちょっと、あと、ワクチンが行き渡るまで、一、二か月我慢しようかなとなるんじゃないかと思うん

です。いかがですか。 

○飯田政府参考人 お答えいたします。 

 持続化給付金の再給付ということでございます。持続化給付金は昨年の緊急事態宣言のときでございますけれ

ども、その後、いろんな知見がございまして、本年一月の再発令された緊急事態宣言では、飲食につながる人の流

れを制限ということで、持続化給付金ではなく一時支援金という形でさせていただきました。 

 今回、昨日、コロナ本部の取りまとめでございました、蔓延防止等重点措置の地域における飲食店などの時短

営業の影響ということで、売上げが半減した中堅・中小事業者に対しては別途政府として支援を行うこととした

ところでございまして、一時支援金とは別でございますけれども、蔓延防止等重点措置が講じられている地域に

おける飲食店の時短営業の影響を受けた、二〇一九年又は二〇二〇年の同月と比較して売上げが五〇％以上減少

した中堅・中小事業者、こういった方々に対しまして、一月当たり法人二十万円、個人事業者十万円を上限に、売

上減少相当額を給付するような制度も考えていきたいというふうに考えてございます。 

○山井委員 もう終わりますが、子どもの貧困給付金の法案も一月二十二日に提出して、政府がやると決断した

のが三月二十三日、二か月後。その間、私たち、菅総理や田村大臣から十回、二十回、やらない、やらない、やら

ないと、二か月ずっと言われ続けてきました。二か月後にやるんだったら、最初からやると言っていただきたい

のに。これは与党も要望されているんですから。 

 そういう意味では、本当にスピードって重要で、遅れたら、それで人が亡くなるんです、会社が潰れるんです、

お店が潰れるんです。 

 ですから、田村大臣、先ほどの二人親家庭のやつ、私はちょっと、正直言ってショックを受けましたよ。やると

決まってから、いつ支給されるかさっぱり分かりませんと。それはないでしょう、やはり。是非とも早急に、先ほ

ど言った方法で支給してください。 

 ありがとうございました。終わります。 


